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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 3-04 部・課

事　業　名 介護支援専門員資質向上事業

04 08 02 健康福祉部健康長寿課介護支援室/地域福祉課

介護保険法第69条の２、介護支援専門員資質向上事業

実施方法
国庫･
県単

県が直接実施
資格のシステム管理　ＮＥＣフィールディング㈱長野支店へ委託
主任介護支援専門員の養成　長野県介護支援専門員協会へ委託

実施期間 H10 根拠法令等

国庫補助事業・
県単独事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

介護保険制度の円滑な実施のため、要介護者等の支援において中核的な役割を担う介護支援専門員の専門性の向上を図
る。

対　象 介護支援専門員

目指すべき姿 介護支援専門員がその資格を円滑に取得し、要介護者等に対し、専門性の高い相談支援を行う。

事業内容
・介護支援専門員の情報を把握する全国共通の名簿管理システムの整備、管理・運営
・主任介護支援専門員研修（地域でリーダー的役割を担う介護支援専門員の養成）の実施（補助率　国1/2、県1/2）

23年度

千円

23,381

18,168千円

人

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費 18,297

千円 23,927

23年度事業費の主な内訳

千円 5,477 2,453 ・介護支援専門員の資格管理を行うシステム管理委託料
　（ＮＥＣフィールディング㈱））2,125,169円
・主任介護支援専門員研修の委託料 3,013,500円

千円

0

5,726

24年度（当初）

1.00

8,258

―

27.2

500

5,630

2.202.20

742 662

5,213

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位

人介護支援専門員新規登録者数（活）

10,711

□　増加

⑤
事
業
の
課
題

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　１人あたりの経費

千円/人

事業ニーズの変化

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23)

県の関与を見直す
余地
事業改善（有効性・
効率性）の余地

区　分

左記以外のH23年度実績

主任介護支援専門員研修修了者数（活） 人 116 109 ―

23年度 24年度（見込）22年度

■　余地あり

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

主任介護支援専門員研修については、24年度から長野県社会福祉協議会が指定研修機関として実施することと
なった。今後は、他の介護支援専門員研修との整合性を図りながら一層の充実を目指していく。
介護支援専門員の登録管理については、引き続き全国共通のシステムにより適正に実施する。

特記事項

・介護支援専門員の資格管理を適正に行う。
・地域でリーダー的役割を担う介護支援専門員を養
成し専門性の向上を図る。

□　減少 介護支援専門員登録者数は年々増加しており、5年毎の資格更
新制度が導入されているため、管理を適正に行う必要がある。
介護支援専門員等に指導・助言を行う主任介護支援専門員の
養成は、他の関係する研修と同様に指定研修事業として平成24
年度から長野県社会福祉協議会が実施することとなった。

判
定
の
説
明

■　横ばい

□　当面余地なし

■　余地あり□　余地なし □　当面余地なし

□　余地なし

期待どおり

評価区分

（効率指標　算出式）
概算事業費/(研修修了者数+新規登録者数）

事業成果・評価

21.444.1

判　定　・　説　明

介護支援専門員の新規、更新、移転者等の登録管理を適正に行った。
主任介護支援専門員の研修を通し、地域で介護従事者等に対し、助言指
導を行う主任介護支援専門員109人の養成を行った。
以上により、概ね期待どおりであった。

2443、2446

kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp
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